（別紙）　
運　営　規　程（作成例）
○○○○地域有機農業技術支援センター

○○県○○郡○○町○○○○○番地
第１　有機農業技術支援センター

（名称）

第１条

　　本センターは、「○○○○地域有機農業技術支援センター」と称する。

（目的）
第２条

　センターは、有機種子・種苗の安定的な供給、有機農業に不可欠な土づくりの推進及び有機農業者の育成を通じて、地域の有機農業の推進に貢献することを目的とする。

（機能）

　第３条

　　センターは、その目的を達成するために、以下の機能を有する。

　　・有機種苗の供給機能
　　・土壌の診断機能

　　・有機農業の研修機能

（設置場所）
　第４条

　　センターは、○○県○○郡○○町○○○○○番地に設置する。

第２　有機種苗の供給機能
（有機種苗の供給の実施）

第５条

　　センターは、所有する有機種子・種苗の生産・供給機能を運用し、有機農業者が求める高品質な有機種子・種苗の安定的な生産・供給に取り組む。

　　なお、その実施に当たっては、責任者を設置する。

（帳簿記録）

　第６条

　　センターは、有機種子・種苗の生産・供給にかかる損益について帳簿に記録する。

　　なお、４月１日から翌年３月３１日までを１帳簿記録期間とする。

（有機種苗の生産・供給計画）

　第７条

　　センターは、毎年度、生産・供給計画を作成し、その計画に沿って、有機種子・種苗の生産・供給を実施する。

（有機種苗の供給にかかる費用）

　第８条　

　　センターは、有機種子・種苗の生産・供給に係る費用について、供給先に請求することができる。

（有機種苗の供給の収益）

　第９条

センターは、有機種子・種苗の生産・供給により得た収益について、有機農業施設整備事業の目的に合致する経費に充てることができる。

　　なお、収益及びその使途は、帳簿に記録する。

（育成者の権利の保護）
　第１０条

　　センターは、有機種子・種苗の生産・供給の実施に当たり、あらかじめ、生産・供給する種子・種苗についての育成者権等の権利関係を把握し、育成者等の許可を得なければならない。
（種苗法その他の法令の遵守）

　第１１条

　　センターは、有機種子・種苗の生産・供給の実施に当たり、種苗法その他の関連法令を遵守しなければならない。

第３　土壌の診断機能

（土壌の診断の実施）
第１２条

センターは、有する土壌診断機能を活用し、有機農業に関心を有する農業者からの求めに応じ、土壌・堆肥の診断を実施し、その結果を農業者に通知するとともに、農業者の技術向上を目的とした指導を実施する。
　　なお、その実施に当たっては責任者を設置することとする。

（帳簿記録）

　第１３条

　　センターは、土壌・堆肥の診断に係る損益について帳簿記録する。

　　なお、４月１日から翌年３月３１日までを１帳簿記録期間とする。

（土壌の診断にかかる費用）

　第１４条　

　　センターは、土壌・堆肥の診断に係る費用について、依頼者に請求することができる。

（土壌の診断の収益）

　第１５条

センターは、土壌の・堆肥の診断により得た収益について、有機農業施設整備事業の目的に合致する経費に充てることができる。

　　なお、収益及びその使途は、帳簿に記録する。

第４　有機農業の研修機能

（有機農業の研修の実施）

第１６条

センターは、保有する有機農業の研修機能を活用して、有機農業への転換等を希望する農業者（以下「希望者」という。）を一定期間受け入れ、有機農業の実施に必要な知識、技術の習得に取り組ませるものとする。
　　なお、その実施に当たっては責任者を設置することとする。

（帳簿記録）

　第１７条

　　センターは、有機農業の研修にかかる損益について帳簿記録する。

　　なお、４月１日～翌年３月３１日を１帳簿記録期間とする。

（研修生の選抜）

　第１８条

　　センターは、有機農業の研修を受ける者（以下「研修生」という。）について、面接等により選抜することとする。

選抜に当たっては、インターネット等を活用して選抜の実施日時・場所、実施方法、募集人数、研修期間、研修計画、研修に要する費用等を周知し、希望者の中から面接等により選抜し、その結果はインターネット等で公開し、希望者に通知する。

なお、面接は、センター運営に関係する複数の者により公正に行い、面接に当たって、希望者に以下のことを確認する。

　　・氏名、年齢、職業、住所・居所

・耕種農業に関する経験の有無

・希望する研修の内容（作物等）、研修期間
・研修期間中、研修に専念することが可能であるとの確約
・研修終了後の有機農業の実践の意思とその実現可能性

　　・親族の承諾

（研修生の義務）

　第１９条

　　研修生は、センター指導者の指示に従い、他の研修生と協力して、有機農業研修に専念することを義務とする。

　　研修期間中、指導者及び研修生は、共同でセンター建物内の美化に努める。

　　また、研修生は、研修を修了した場合、又は、研修の継続が困難とセンター指導者が判断した場合は、速やかにセンターから退去する。

　　なお、研修時間以外の外出及び生活維持の範囲内での就労は、研修の実施に支障が生じない範囲において認めることとする。

（センターの責務）

　第２０条

　　センターは、研修生の指導に当たる者（以下「指導者」という。）を複数名指定する。

指導者は、研修生が有機農業者として自立した経営が行えるよう、必要な技術等を習得させるとともに、研修期間中、センターにおいて健康的な生活が送れるよう配慮するものとする。

なお、指導者以外の者が研修生に作業を命じてはならない。
また、指導者は、研修に関係しない作業、研修対象ほ場以外の個人ほ場等での作業を命じてはならない。
（研修を終了した研修生への支援）

第２１条

　　センターは、研修を終了した研修生が、センターが所在する近隣の地域での就農を希望する場合、住居やほ場の確保等について協力に努めるものとする。

（研修の期間）

　第２２条

　　センターでの研修期間は、作物○で○ヶ月間、作物○で○ヶ月間を標準とする。

　　なお、研修生１名当たりの研修期間は、計○ヶ月を超えないものとする。

（研修の内容）

　第２３条

　　センターは、研修生に対して、以下の研修を実施することを標準とする。

　１．研修期間○ヶ月の場合（作物名：　　　　）
　　①　有機農産物栽培技術　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　②　出荷調整　　　　　　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　③　農産物加工　　　　　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
④　販売・販路の確保　　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）

　　⑤　土づくり・堆肥づくり　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　⑥　農業経営方法　　　　　　座学○○時間　　　　　　　　（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　⑦　農業関連諸制度　　　　　座学○○時間　　　　　　　　（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　２．研修期間○ヶ月の場合（作物名：　　　　）

　　①　有機農産物栽培技術　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　②　出荷調整　　　　　　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　③　農産物加工　　　　　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
④　販売・販路の確保　　　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　⑤　土づくり・堆肥づくり　　座学○○時間　　実習○○時間（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　⑥　農業経営方法　　　　　　座学○○時間　　　　　　　　（研修の指導者：　　　　　　ほか）
　　⑦　農業関連諸制度　　　　　座学○○時間　　　　　　　　（研修の指導者：　　　　　　ほか）
（研修ほ場）

　第２４条

　　センターは、研修のための専用ほ場を設置することとする。

ほ場は以下のとおりとする。

　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（水田○筆）
　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（水田○筆）

　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（水田○筆）

　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（畑○筆）

　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（畑○筆）

　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（畑○筆）

　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（畑○筆）

　　　○○県○○郡○○町○○地区　　○○○ａ（畑○筆）

（研修に係る費用）

　第２５条　

　　センターは、研修に係る費用について、研修生に請求することができる。

　　ただし、研修開始前にあらかじめ必要額を提示し、中途での追加の費用支払は求めないこととする。

なお、研修費用を請求する場合には、事前に地方農政局長等（北海道にあっては農林水産省生産局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長、その他の都府県にあっては地方農政局長をいう。以下同じ。）にその金額及び内訳を報告する。

（研修の収益）

　第２６条

センターは、研修の一環で生産された農産物について、研修生の自家消費用に無償で提供することができるとともに、それらを販売等して得た収益は、有機農業施設整備事業の目的に適合する経費に充てることができる。

　　なお、その収益及び使途は、帳簿に記録しなければならない。

（宿泊機能）

　第２７条

　　センターは、研修の実施に当たり、宿泊機能（宿泊室・浴室・洗面所・炊事場）を用意する。

（宿泊機能の運用）

　第２８条

　　宿泊機能の運用に当たっては、研修生のプライバシーの確保に最大限配慮する。

（禁止事項）

　第２９条

　　宿泊機能は、研修生の宿泊以外に使用してはならない。

　　なお、研修生のうち、事業実施主体のほか、事業実施主体が参加している協議会（地域有機農業推進事業の事業主体）を構成する団体等との間で雇用契約を締結している者は、宿泊機能を使用しないこととする。　

（その他）
　第３０条

　　センターは、本規程の施行に当たり、地方農政局長等の承認を得ることとし、その運営上、不明な点等については、その都度、地方農政局の担当者と協議する。
以上、相違ないことを確認する。

平成　　年　　月　　日

事業主体名：○○○○　　　　　

　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

○○○○地域有機農業技術支援センター

　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　責任者（種苗供給）　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　責任者（土壌診断）　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　

　責任者（研修）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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